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要旨：周知のとおり、成年後見制度利用促進法に基づき、成年後見制度利用促進基本
計画が策定された。本基本計画は、2016 年 9 月より審議され、2017 年 3 月 24 日に閣
議決定された。このような急ピッチで進められた同基本計画の審議の過程とその内容
の概要につき、不正防止の徹底と利用しやすさとの調和の観点から概観する。そのこ
とを通して、主として任意後見、後見支援預金、比較法の動きの最も参考になるスキ
ームである特別支援信託を考慮しつつ、金融機関のとるべき対応等その残された課題
につき若干の検討を加えようとするものである。 
キーワード：成年後見制度利用促進基本計画、任意後見、後見支援預金、特別支援信託 
Abstract: As is well known, Master Plan for Promotion of Adult Guardianship 
System was formulated based on the Law for Promotion of Adult Guardianship 
System. This Master plan was deliberated from September 2016 and the Cabinet 
decision was made on March 24, 2017. The outline of the deliberation process and 
contents of the Master Plan advanced with such a rapid pace is outlined from the 
viewpoint of harmony with thoroughness of financial exploitation prevention and 
ease of use. Through that, while considering mainly Lasting Power of Attorney, 
Guardian Support Deposit, and Special Needs trust which is the most reference 
scheme of the movement of the comparative law, I will try to examine some of the 
remaining issues such as the responses to be taken by financial institutions. 
Keywords: Master Plan for Promoting the Use of the Adult Guardianship System, 
Lasting Power of Attorney, Guardian Support Deposit, Special Needs Trust 
 
 
１．はじめに 
  1.1 成年後見制度利用促進法成立の背景（成年後見制度の現状）1 
 
   わが国の認知症高齢者は、所謂団塊世代が後期高齢者に達する２０２５年に約７０ 
  ０万人になると推計されている。２０１６年の成年後見制度の利用者数は、203,551 
  人で、うち後見類型が 161,307 人で８割を占め、保佐類型が 30,549 人、補助類型が 
9,234 人となっている。申立ての動機は、後見・保佐・補助とも、財産管理に関する 
ものが多い。後見人の選任状況は、親族が全体の約２８％、弁護士・司法書士・社会 
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福祉士が約６０％となっており、市民後見人の活用等も期待されているところである。 
しかしながら、現在の認知症高齢者が約４６０万人といわれていることからすれ 
ば、その利用はきわめて少ないと言わざるを得ない。 
 
 1.2 成年後見制度利用促進法と成年後見制度利用促進基本計画について 
 
(1) 成年後見制度利用促進法について 
 
    成年後見制度の利用の促進に関する法律（以下、成年後見制度利用促進法と略す） 
は、かかる状況を重く見て、２０１６年４月１３日に公布され、同年５月１３日に 
施行されたものである2。同法１２条においては、国は、「成年後見制度利用促進基 
本計画」を策定するものとされ、計画の案は、内閣総理大臣を会長、関係閣僚を委 
員とする「成年後見制度利用促進会議」において作成するものとされている（同法 
１４条）。また、同法１５条、１７条、１８条により、有識者で構成される「成年 
後見制度利用促進委員会」が設置され、成年後見制度の利用促進に関する基本的な 
政策に関する重要事項等を調査審議することとされた。 
それを受け、市町村は同法２３条により、国の基本計画を勘案し、当該市町村の 
   区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策について基本的な計画を定め 
るよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措 
置を講ずるよう努めるものとされている。また、都道府県は同法２４条により、各 
市町村の区域を超えた3広域的な見地から、成年後見人等となる人材の育成、必要な 
助言その他の援助を行うよう努めるものとされている。 
 
(2) 成年後見制度利用促進基本計画について 
 
 成年後見制度利用促進基本計画は、同法第１２条第１項に基づき、成年後見制度 
の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定されたもの 
であり、国が講ずる成年後見制度利用促進策の最も基本的な計画である。 
  
 以下では、成年後見制度利用促進委員会における検討過程とその視点についてみ 
た後、多岐に亘る論点のうち、不正防止の徹底と利用しやすさとの調和の観点から 
どのような議論がなされたかにつき素描することとしたい。 
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２．成年後見制度利用促進委員会における検討過程とその視点4 
 2.1 成年後見制度利用促進委員会における検討過程5 
 
   委員会は、学識経験者、制度利用者の立場の代表者、利用支援を行う立場の代表者 
等１６人で構成されている。委員長は大森彌東京大学名誉教授、委員長代理は新井誠 
中央大学教授である。 
 委員会は、２０１６年９月２３日から同年１２月２０日まで開催された。具体的に 
は、委員会を６回、委員会の下部会議体である主査を新井誠教授とする利用促進策ワ 
ーキンググループ４回、同じく、同委員会の下部会議体である山野目章夫早稲田大学 
教授を主査とする不正防止策ワーキンググループ４回が開催された6。審議の過程で 
は、学識経験者や関係団体代表者からのヒヤリングも実施された。 
 ２０１７年１月１３日、委員会意見は内閣府加藤勝信担当大臣に提出され、その後 
１月から２月にかけて行われたパブリック・コメントおいては、３６６件（うち個人 
１６６件、団体２００件）の意見が寄せられた。 
 最終的には、２０１７年３月２４日、成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定さ
れた。 
 
 2.2 視点 
 
   詳細は、次段落 3.で述べるが、委員会においては、主として次の三つの施策の目標 
が打ち出された。すなわち、第一に、財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護 
も重視し、利用者がメリットを実感できる制度・運用へ改善すること、第二に、権利 
擁護支援の地域連携ネットワークづくりを進めること、第三に、不正防止の徹底と利 
用しやすさとの調和を図る方策を検討することがそれである。 
 上記目標について、両ワーキンググループでは、以下７つの場面ごとに、対応すべ 
き課題等が検討された7。場面１として、利用者・関係者へ制度紹介・情報提供を行う 
周知の場面、場面２として、早期に「権利擁護支援」の必要な人を発見し、必要な支 
援の検討を開始する場面、場面３として、利用者の意思決定支援、多機関参加による 
ニーズの精査、支援の方向性の検討を進め、成年後見制度利用に向けた利用者ニーズ 
の見極めを行う場面、場面４として、これらにより顕在化したニーズに対応し、本 
人・親族申立の支援及び市区町村長申立を適切に行える体制の整備を進める場面、 
場面５として、そうした体制を活用し、確実に後見等開始に向けた調整・申立てを実 
施する場面、場面６として、後見等開始後、本人・親族・市民後見人を含め、継続的 
な支援を行う場面、場面７として、各機関が参加し、後見等の不正防止に向けた早期 
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発見、対応を行う場面がそれである8。そのうえで、成年後見制度利用促進基本計画で 
は、各地域においても、この各々の場面における課題の整理・対応強化が求められる 
としている9。 
   次に、成年後見制度利用促進基本計画の目次を掲げ、あらかじめ検討の対象を限定 
したように、不正防止の徹底と利用しやすさとの調和としての金融、信託等に関わる 
基本計画の内容に触れた後、それに至った審議の概要を追うこととしたい。 
 
３．成年後見制度利用促進基本計画の内容 特に、不正防止の徹底と利用しや
すさとの調和に係る諸議論を中心に 
 3.1 成年後見制度利用促進基本計画の目次 
 
   目次は以下のようである。 
 
成年後見制度利用促進基本計画   （下線 筆者） 
 〈目次〉 
  １．成年後見制度利用促進基本計画について 
   （１）成年後見制度利用促進基本計画の位置付け 
   （２）基本計画の対象期間 
   （３）基本計画の工程表 
  ２．成年後見制度利用促進に当たっての基本的な考え方及び目標等 
   （１）基本的な考え方 
   （２）今後の施策の目標等 
     ①今後の施策の目標 
      ア）利用者がメリットを実感できる制度・運用への改善を進める。 
       （ａ）利用者に寄り添った運用 
       （ｂ）保佐・補助及び任意後見の利用促進 
      イ）全国どこの地域においても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、 
各地域において、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を図る。 
（ａ）権利擁護支援の地域連携ネットワーク及び中核機関の整備 
（ｂ）担い手の育成 
      ウ）不正防止を徹底するとともに、利用しやすさとの調和を図り、安心して 
成年後見制度を利用できる環境を整備する。 
（ａ）不正事案の発生を未然に抑止する仕組みの充実 
（ｂ）地域連携ネットワーク10の整備による不正防止効果 
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      エ）成年被後見人等の権利制限に係る措置を見直す。 
     ②今後取り組むべきその他の重要施策 
      ア）成年被後見人等の医療・介護等に係る意思決定が困難な人への支援等 
      イ）死後事務の範囲等 
     ③施策の進捗状況の把握・評価等 
  ３．成年後見制度の利用の促進に向けて総合的かつ計画的に講ずべき施策 
   （１）利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善 
      ―制度開始時・開始後における身上保護の充実― 
      ①高齢者と障害者の特性に応じた意思決定支援の在り方 
      ②後見人の選任における配慮 
      ③利用開始後における柔軟な対応 
      ④成年後見制度の利用開始の有無を判断する際に提出される診断書等の在り 
      方 
   （２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 
      ①地域連携ネットワークの三つの役割 
       ア）権利擁護支援の必要な人の発見・支援 
       イ）早期の段階からの相談・対応体制の整備 
       ウ）意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援 
体制の整備 
      ②地域連携ネットワークの基本的仕組み 
       ア）本人を後見人とともに支える「チーム」による対応 
       イ）地域における「協議会」等の体制づくり 
      ③地域連携ネットワークの中核となる機関の必要性 
      ④地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的機能等 
       ア）広報機能 
       イ）相談機能 
       ウ）成年後見制度利用促進機能 
        （ａ）受任者調整（マッチング）等の支援 
        （ｂ）担い手の育成・活動の促進 
        （ｃ）日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行 
       エ）後見人支援機能 
       オ）不正防止効果 
      ⑤中核機関の設置・運営形態 
       ア）設置の区域 
       イ）設置の主体 
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       ウ）運営の主体 
       エ）設置・運営に向けた関係機関の協力 
      ⑥優先して整備すべき機能等 
   （３）不正防止の徹底と利用しやすさとの調和―安心して利用できる環境整備― 
      ①金融機関による新たな取組 
      ②親族後見人の成年後見制度への理解促進による不正行為の防止 
      ③家庭裁判所と専門職団体等との連携 
      ④移行型任意後見契約における不正防止 
   （４）制度の利用促進に向けて取り組むべきその他の事項 
      ①任意後見等の利用促進 
      ②制度の利用に係る費用等に係る助成 
      ③市町村による成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）の策定 
   （５）国、地方公共団体、関係団体等の役割 
      ①市町村 
      ②都道府県 
      ③国 
      ④関係団体 
       ア）福祉関係者団体 
       イ）法律関係者団体 
   （６）成年被後見人等の医療・介護等に係る意思決定が困難な人への支援等の検討 
      ①経緯等 
      ②中間報告の内容 
      ③今後の方向性 
   （７）成年被後見人等の権利制限に係る措置の見直し 
   （８）死後事務の範囲等 
  ４．その他 
  
 以上のとおり、「不正防止と利用しやすさとの調和」の目次全体における位置づけを確認
したので、次にそれらに関する基本計画のうち、金融機関による新たな取組、移行型任意
後見契約における不正防止の内容につき、みることにしよう。 
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 3.2「基本計画における不正防止の徹底と利用しやすさとの調和11―安心して利用でき 
   る環境整備―」における①金融機関による新たな取組④移行型任意後見契約におけ 
   る不正防止に係るそれぞれの内容について 
 
成年後見制度利用促進基本計画において、その施策目標につき次のようにいう12。 
 
 「・・中略・・○特に、地域における金融機関の役割については、本人が成年後 
見制度を利用するに当たって、自己名義の預貯金口座を維持することを希望した 
場合には、後見人において、これを適切に管理・行使することができるような、 
後見制度支援信託に並立・代替する新たな方策を金融関係団体や金融機関におい 
て積極的な検討することが期待される。」（下線 筆者） 
  
    次いで、基本計画は、①金融機関による新たな取組につき次のようにいう13。 
 
    「○金融機関は、本人名義の預貯金口座について、後見人による不正な引出しを 
防止するため、元本領収についての後見監督人等の関与を可能とする仕組みを 
導入するなど、不正事案の発生を未然に抑止するための適切な管理・払戻方法 
について、最高裁判所や法務省等とも連携しつつ、積極的な検討を進めること 
が期待される。 
○こうした取組により、後見人の財産管理の事務の負担が軽減されることにな 
れば、後見人が身上保護に関する事務により取り組むことが可能となる。」 
 
    さらに、基本計画は、④移行型任意後見契約における不正防止につき次のように 
   いう14。 
 
    「移行型任意後見契約については、上記２（２）④エ」15において述べた地域連 
     携ネットワークのチームによる見守りにおける不適切なケースの発見・支援 
     とともに、不正防止に向けた実務的な対応策について幅広い検討が行われるべ 
     きである。」 
 
それでは、このような基本計画になるに至ったのは、どのような諸議論があった
からであろうか。次に、委員会やワーキングにおける外部団体や有識者に対するヒ
ヤリング、各委員の主な発言等を拾い上げてみよう。 
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 3.3 金融機関による新たな取組に係る諸議論について(下線 筆者) 
 
(1) 信託協会のヒヤリングにおける後見制度支援信託について16 
 
述べられた意見は、以下のようである。 
 
   ○後見制度を被後見人の財産管理面でバックアップするための信託。家庭裁判所 
   の指示書に基づき被後見人が金銭を信託し、信託された金銭の中から被後見人の 
   生活費などの支出に充当するための定期交付であるとか、被後見人の医療目的な 
どの臨時支出に充当するための一時金の交付が行われるもの。 
○利用できるのは、法定成年後見制度及び未成年後見制度の被後見人で、被保佐 
人、被補助人、任意後見制度の被後見人は利用できない。 
○導入の背景は、不正事例が発生したことを踏まえ、最高裁判所の提案で、法務 
省、信託協会、三者で勉強会を開催し、平成２３年２月に仕組みがまとめられ、 
平成２４年２月から取扱いが開始された。 
○信託できるのは、金銭のみであり、不動産や株式は対象になっていない。 
   ○２０１６年７月から取扱いを唯一開始した地銀の千葉銀行によれば、運用を開始 
   した動機は、利用者から「今まで取引のない金融機関と取引を始めるのは不便で、 
   抵抗がある」といわれたこと、地元のために地銀としての社会貢献と考えたこと。 
   ただ、個人向け信託商品を取り扱ったことがなかったことから、システム投資がネ 
ックだったという。３、４の地銀から問い合わせがあり、取扱いを検討されている 
ようで、地域金融機関の関心の高まりが見られる。担い手が広がっていることを期 
待している。 
 
(2) 金融機関による新たな取組みについての主な発言 
 
    ①斉藤修一委員の発言17 
○後見制度支援信託と同様の機能を有する不正防止対策の検討（具体的には、 
大口の預金口座と小口の預金口座に分け、大口の預金口座からの払戻し等に
ついては、二者の押印を必要とすること等により後見人の財産管理権限に制
限を加える等）が必要である。 
 
    ②有識者としての大垣尚司の見解18 
     大垣尚司は、次のような主旨のことを述べている。 
○認知症問題は「障害者」の問題ではない、健康であっても避けられない 
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「誰しも」の問題。 
○健常期と要後見期の中間にある健弱期について重要な役割を果たすのが財 
産管理のプロである金融機関である。 
○後見制度支援信託と同じ経済的機能は、一般の金融機関の定期預金でも果 
たすことができる。成年被後見人が昨日まで取引をしてきた銀行や信組、あ 
るいは農協等金融機関すべてが取り組むべきだ。 
○金融機関の人が、システム対応に巨額のコストがかかるというのは、違 
う。定期預金のシステムがない銀行はない。 
○特約付預金も、家庭裁判所の指示書があればどこの金融機関でもできる。 
 
    ③土肥尚子委員の発言19 
      ○本人の自己決定権の尊重の観点から、後見制度支援信託は必要な事案に限 
って活用すべき。代替策としては、本人が預けている金融機関を変更せず 
に、後見人の引き出し権限について、家庭裁判所や後見監督人の同意等を必 
要とする仕組み等が考えられないか。 
 
    ④村田斉志委員の発言20 
      ○地域金融機関による後見人の財産管理負担軽減策の検討が必要。基本計画 
      では、自主的な取組みを後押しできるような内容にすることが重要。 
      ○不正をうかがわせる事情に接した場合には、後見人の財産管理権限を剥奪 
し、金融機関への出金停止協力を要請するなど、速やかな措置が必要。 
    ○信託銀行に限られない、日常的な空間における預金管理のスキーム開発が 
金融機関に求められる。預貯金を移さなくても預貯金が管理できる方法はど 
うか。出金につき、家庭裁判所や監督人の同意等を必要とする仕組みにでき 
ないか。 
○後見制度支援信託は不正防止につながっており、後見人の財産管理の負担 
軽減にも有用である。ただ 5 行21だけ?という意見もある。 
 
(3) 若干の検討 
 
    成年後見制度推進基本計画におけるキー概念である、地域連携ネットワークとし 
   て、金融機関がどうあるべきかが問われているというべきである。本稿 30 頁の 
「地域連携ネットワークのイメージ」図において、成年後見の大きな柱である財産 
管理を担う金融機関の位置づけが不明確なように思われる22。チームや中核機関が 
離れて書かれており、金融機関もチームから離れているのもややわかりにくいとい 
22 
えよう。加えて、不正防止をやや強調した議論に偏したきらいがあるように思われ 
る。硬直的な委託者の意思能力がなくなった後に発動する後見制度支援信託よりも 
委託者の自己決定を尊重した、意思能力が喪失する前段階における信託の活用に関 
する議論等が金融機関の新たな取組みとして必要だったのではなかろうか23。 
    とりわけ大垣尚司からのヒヤリングで、信託でなくとも、預金でも後見制度支援 
信託に代替するスキームを作ることは可能であり、何人かの委員等から「勇気づけ 
られた」との発言があったが、金融機関の新たな取組が期待される24。 
 ここでも、一番に考えるべき出発点は、利用者のニーズであろう。これが基本計 
画を策定した一番の理由であるのであり、「信託をされるのはいや。預貯金を解約 
しない形で今までの預貯金を凍結する方法を考えて欲しい」という声を真摯にうけ 
とめ、後見制度支援信託に代替する制度が請われているのではなかろうか。この 
点、成年後見制度利用促進基本計画を受けての、沼津信用金庫の後見支援預金、近 
畿産業信用組合の後見制度支援預金の運用が注目される25。不正防止もさることな 
がら、利用者の利便性にも配慮がなされており、画期的な取組みといえよう。本稿 
30 頁の地域連携ネットワークのイメージもこれらの新たな取組により、明確になり 
つつあるように思われる。金融機関の存在がこの地域連携ネットワークのイメージ 
におけるチームという小さな個々のサークルの中にまさに入っていくことになった 
と評価し得よう。 
     
 3.4 移行型任意後見契約における不正防止に係る諸議論について 
 
   (1)日本公証人連合会へのヒアリング26 
 
    以下のような趣旨の発言がなされた。 
     
    ○任意後見契約は将来、委任者の判断能力が低下したときに、家庭裁判所により 
任意後見監督人が選任されて初めて効力が生じ、以後、受任者である任意後見人 
は、任意後見監督人のもと、委任者のために広範な代理権を行使することにな 
る。これを公正証書で作成することになるが、任意後見契約のみを作成する将来 
型と、委任契約と任意後見契約をあわせて作成する移行型に大別される。即効型 
は実務では少ない。 
○親族を受任者とする場合は、ほとんどが移行型である。 
○将来型、移行型いずれにおいても、委任者は比較的高齢者が多く、契約締結に 
必要な判断能力の有無、程度につき慎重に検討している。 
○移行型については受任者の代理権の濫用が多いとの批判を受けて、平成２０年
23 
 
「移行型任意後見契約等委任契約公正証書作成に当たっての実務上の留意点（濫 
用の危険を防ぐ観点から）」という小冊子を作成し、全公証人に配付し、公正証書
中に事案に応じての代理権の制限27や、任意後見監督人選任申立ての義務化などを
盛り込むようアピールしている。 
○新任公証人研修の科目に、任意後見契約を設け、講師である先輩公証人から契
約の意思確認、受任者の適格性の検討等、任意後見契約に関する基本的事項及び 
留意事項について講義している。 
○数は、今までの累積で１０万件。現在、任意後見契約は１万件。登記件数も１
万件。 
○委任者が補助レベルでは、任意後見契約作成に応じている。 
 
   (2)主な委員会・ワーキング等における発言 
 
    ①土肥尚子委員28 
      ○任意後見契約締結の際に、後見実施機関等に登録させることによって、公 
      的機関が任意後見契約等の存在を把握できる仕組みを作り、不正の端緒等を 
      発見した場合には、これに介入できる機会29を付与すべき（川口委員同旨）。 
      ○任意後見受任者がその義務に反して任意後見人の選任請求を怠っている場 
      合については、同機関が任意後見監督人選任申立てを促すことができるよう 
な仕組みを設けるべきである。 
    ②川口純一委員30 
      ○移行型の任意後見契約については、その問題点を広く国民に周知するとと 
      もに、任意後見受任者については任意後見監督人選任を義務化するなど法制 
上の措置も検討すべき。 
○任意後見契約を実施している法人についての定期的な調査等。 
    ③新井誠委員長代理31 
    ○まずは、任意後見を普及すること、それが 2000 年 4 月の出発点だった 
    はず。任意後見こそ本人の自己決定を尊重するものだ。 
    ○即応型、移行型は廃止。将来型のみにすべき。登録を中核機関にし、見守 
    る体制をつくることが重要。より添い型の信託として、信託と任意後見の結 
    合型を採用すべきではないか。 
    ④山野目章夫不正防止策ワーキンググループ主査32 
○法制上の措置を講じ、法令の定める一定の要件を定める一定の要件を充た
す法人を監督行政の下に置くとともに、財政上支援の措置も講じ、任意後見
において、相談や助言に加え、任意監督人選任等についての助言をするなど
24 
の役割を与えることも考えられる。 
○任意後見監督人が選任される前というものは、現在の状況では何らの監督
もないし、オフィシャルなコントロールの空白領域になっている。民法解釈
論として検討していくことを引き続きされるべきである。 
 
   (3)若干の検討    
 
    委員会・ワーキンググループの審議全体を通じて、きわめてタイトなスケジュー 
ルの中でやむを得ないとはいうものの、広い意味で任意後見の論点に関する諸議論 
は相対的に少なかったように思われる。任意後見は、委任者本人の自己決定に基づ 
くものという立法趣旨からいっても、もう少し利用がなされるよう普及をしていく 
ことが求められる33。 
任意後見についても、不正防止の議論にやや軸が偏った議論がなされているよう
にも思われる。成年後見制度の利用者側の財産活用というニーズと不正防止とのバ
ランスの観点から、新井誠のいう3435「将来型の任意後見、任意後見監督人の選任が
適時になされるように中核機関に登録制度を設けて、任意後見受任者と中核機関が
見守り、適時に任意後見制度の発動を促す必要がある。任意後見と信託の結合、前
者を身上保護、後者で財産管理という分業体（いわゆる受託機能のアンバンドリン
グ36）が機能する任意後見結合型裁量信託の導入が後見制度支援信託に代替・並立す
る制度のひとつ」という考え方は有効なのではなかろうか37。 
   
４．今後の課題と比較法からみた若干の展望 
 成年後見制度利用促進基本計画の工程表によれば、金融機関における自主的取組のため
の検討の促進と専門職団体による自主的な取組の推進が２０１７年度から２０１９年半ば、
２０１９年半ばから２０２１年度までに、取組の検討状況・地域連携ネットワークに 
おける不正防止効果を踏まえたより効率的な不正防止の在り方の検討を行うこととされて
いる38。 
 これまでの若干の検討で明らかになったように、各委員会、ワーキングにおいては不正
防止ありきの議論が多く、利用しやすさという積極的な財産活用する視点がやや欠けてい
たように思われる39。自分の財産を孫のために教育費として使いたい、自分の楽しみのため
に使いたいというニーズをもう少し汲み取った議論をすべきではなかったのではなかろう
か。成年後見制度利用促進基本計画における、利用者がメリットを実感できる制度・運用
の改善、権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、不正防止の徹底と利用しやすさと
の調和の三つの目標の中におけるそれぞれの関係は、地域連携ネットワークづくりにより、
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利用者がメリットを実感できる制度とすることで、不正防止と利用しやすさとの調和が図
られることが望ましい。すなわち、地域連携ネットワークを構築することにより、利用者
がメリットを実感できる制度とすることで、結果として利用しやすさと不正防止の徹底の
調和が図られることが重要なのではないか。三つの目標の相互関係を改めて検討するべき
だといえよう。はじめに、不正防止ありきでは、成年後見制度利用促進法の意図する本来
の意味での利用促進にはならないだろう。その出発点が、新たな金融商品の開発のための
理論やそのスキームの模索を続けていく際の大前提とされなければなるまい。その点で、
「静岡モデル」とされる沼津信用金庫を皮切りにした静岡県内 12 信用金庫すべての後見支
援預金、近畿産業信用組合の後見制度支援預金は参考になろうし、今後は対象を後見だけ
でなく、保佐や補助、任意後見にも広げ、日本全国で広がることが重要だと考える。これ
ら支援預金は、利用しやすさと不正防止との調和をバランスした望ましい方法といえる。
ただ、この商品は、成年後見制度のひとつの柱である財産管理に特化したものであり、よ
り重要な身上保護の取り組みとしては弱い面は否めないだろう。 
 ところで、海外には、福祉型信託、例えば、特別支援信託(Special Needs Trust) 40という
制度がアメリカをはじめ、シンガポール、2017 年には香港でも運用が始められた。特別支
援信託とは、例えば、委託者たる親が障害を持つ子供のために受託者たる特別支援信託会
社(Special Needs Trust Company)と信託を設定し、その受託者から支払指示を受けた公認
受託局(Public Trustee)が障害を持つ子供たる受益者のために金銭を支出するスキームで、
受益者を高齢者にも拡大しようと動き出しているのである。特別支援信託は、広い意味で
の公益信託ということもでき、基本計画における上記三つの目標すべてを兼ね備えている
ものと評価することができよう。その点で、大垣尚司のいう成年後見のアンバンドリング
のためにも、特別支援信託の日本版福祉型信託の構想により、日本の成年後見制度は不正
防止に偏重することのない、利用しやすさとのバランスを考慮した利用者のための制度に
なり得るのではないか。この特別支援信託のスキームが「地域連携ネットワーク」にもな
り得る可能性を秘めているように思われる。引き続き、海外の独自の文化もあろうが、日
本に相応しいスキームを構想するため、海外の実践に学ぶ必要があろう。 
加えて、2016 年から始まった法制審議会における公益信託法改正の議論状況41にもアン
テナを張ることが望まれよう。今こそ弁護士、司法書士、社会福祉等専門家集団、信託銀
行等金融関係者、研究者等による対話が欠かせないというべきであろう。 
東京オリンピック・パラリンピックは２０２０年の一ヶ月程度で終わるが、前述したよ
うに、超高齢社会における認知症高齢者７００万人突破は２０２５年に来ると予想されて
おり、成年後見制度利用促進基本計画を具体化し、利用者がメリットを感じつつ、不正防
止対策にもなる新たな金融の開発は急務42であって、これからが正念場であることは否定す
ることはできまい。むろん、現在利用が増え、一定の効果が出ている後見制度支援信託の成
年後見法の理念に沿った運用43は論を待たない。後見人等が利用者本人の「人生の伴走者」44
26 
に今以上になりうるスキームつくりがまさに求められているのではなかろうか。 
これからの成年後見制度は、海外の取り組みである特別支援信託の日本版も考慮しつつ、
後見支援預金等地域連携ネットワークの先進的な取組の具体例が日本の各地域にいくつか
生まれることで、金融機関の地域連携ネットワークにおける役割がしだいに明確になって
いくことになろう。その結果、成年後見制度が日本全国にあまねく利用しやすい制度にな
れば、その利用も利用者のための真の制度として促進されていくことになるのではないか。 
以上 
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注 
1詳細は、最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況－平成 28 年１月～12 月－」に
よる。 
2 成年後見制度利用促進法の制定過程については、衆議院議員大口善徳、高木美智代、田村憲久、
盛山正仁著『ハンドブック成年後見２法 成年後見制度利用促進法、民法及び家事事件手続法改
正法の解説』（創英社 三省堂書店、2016 年）に詳しい。 
3 区域という空間を超えたという意味だとすれば、「越えた」が正しいのではないかと思われる。 
4 須田俊孝「成年後見制度利用促進基本計画の概要」実践成年後見 69 号 4 頁以下（2017 年）が
簡にして要を得た概観をしている。内閣府の成年後見制度利用促進担当室の須田は、成年後見制
度利用促進委員会の事務局である。 
5 内閣府内ホームページにおいて各回成年後見制度利用促進委員会、ならびに各不正防止対策ワ
ーキング・グループ、利用促進策ワーキング・グループにおける席上配付資料に加え、議事録等
を閲覧することができる。 
6 両ワーキンググループのうち、１回は合同開催され、外部団体等からのヒヤリングがなされた。 
7 前掲注 4)の事務局である須田は、厚生労働省出身だということ影響しているようであり、こ
の 7つの場面の整理は、福祉的観点からの整理の色彩が強いといえよう。 
8 成年後見制度利用促進基本計画３頁。 
9 なお、2017 年 1 月 13 日付委員会意見の「Ⅲ おわりに」に掲げられた「中長期的な検討課題」
は、基本計画に盛り込まれていない。すなわち、「促進委員会では、促進法の立法趣旨を踏まえ、
現行法の枠組みを前提として、その促進策を検討したが、障害者の権利に関する条約の批准など
国際的動向を踏まえ、本人の意思決定支援の尊重の観点からは、現行の成年後見制度の三類型の
在り方を含め、本人が、必要な支援を、必要な期間、必要な場面に限定して利用できるよう、制
度を改善すべきであるとの指摘もされたところである。さらに、基本計画の策定後の施策等の実
施の場面においても、円滑な実施等の観点から、更なる法制上の措置等が必要となることも十分
に考えられる。このような視点については、成年後見制度の今後の運用状況を踏まえながら、適
切な時期において、法制上の措置を含め、対応の必要性やその在り方等について、更なる検討が
加えられるべきである」（成年後見制度利用促進基本計画に盛り込むべき事項についての成年後
見制度利用促進委員会の意見 27-28 頁）とされていることも忘れることはできまい。 
10 地域連携ネットワークにつき、後掲本稿 30 頁の「地域連携ネットワークのイメージ」を参照
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されたい。同図は http://www.cao.go.jp/seinenkouken/keikaku/pdf/keikaku3.pdf (2017 年 12
月 6 日閲覧)において見ることができる。なお、委員会途中まで新井誠委員長代理の意見により
「社会的ネットワーク」が俎上に乗り、その後大森委員長より、その内実の不明確性が主張され、
「地域連携ネットワーク」という言葉に変った経緯がある。 
11 「不正防止の徹底と利用しやすさとの調和」につき、後掲本稿 31 頁を参照されたい。同図は、
http://www.cao.go.jp/seinenkouken/keikaku/pdf/keikaku3.pdf(2017年 12月 6日閲覧)におい
て見ることができる。 
12 成年後見制度利用促進基本計画 19 頁。 
13 成年後見制度利用促進基本計画 19 頁。 
14 成年後見制度利用促進基本計画 20 頁。 
15 上記３（２）④エの誤りではないかと思われる。成年後見制度利用促進基本計画 15 頁におい
て次のようにいう。 
「・・中略・・○地域連携ネットワークでのチームによる見守りにおいては、移行型任意後見契
約が締結されているケースのうち、本人の判断能力が十分でなくなり、さらにはそれを欠く等の
状況に至っても任意後見監督人選任の申立てがなされず、本人の権利擁護が適切に行われない状
態が継続しているようなケースがないか等にも留意し、チームにおける支援の中でそうしたケー
スを発見した場合には、速やかに本人の権利擁護につなげることとする」とされる。 
16 第 2回利用促進策ワーキング・グループ及び第 2 回不正防止対策ワーキング・グループ議事
録 7-11 頁。 
17 実際は、斎藤委員関係者として、城南信金の前理事長で、しんきん成年後見サポート代表理
事が発言したが、品川社会福祉協議会との連携における取組みの一端を発言している。詳細は、
不正防止対策ワーキング・グループ第 1 回議事録 18-20 頁。 
18 第 2回利用促進策ワーキング・グループ及び第 2 回不正防止対策ワーキング・グループ議事
録 12-20 頁。 
19 不正防止対策ワーキング・グループ第 1回議事録 10 頁。 
20 不正防止ワーキング・グループ第 1 回議事録 4-6 頁。成年後見制度利用促進委員会第 3回席 
上配付資料「検討の視点に基づくこれまでの議論の状況について」
(http://www.cao.go.jp/seinenkouken/iinkai/3_20161121/pdf/siryo_1-1.pdf) (2017 年 12 月
６日閲覧)22、24 頁。 
不正防止対策ワーキング・グループ第 3 回議事録 16 頁以下。同第 4回議事録 23 頁以下。 
21 三井住友信託銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、みずほ信託銀行、りそな銀行、千葉銀行の５行で
ある。筆者は確認できなかったが、堀江佳史「後見制度支援信託に代わる成年後見人等の不祥事
防止スキーム」(実践成年後見 70 号、2017 年)67 頁注 7)によれば、中国銀行も加え、2017 年 4
月 3日現在で 6行であるという。 
22 とりわけ本稿 30 頁「地域連携ネットワークのイメージ」図において、家庭裁判所の役割や 
金融機関のそれがはっきりしないように思われる。 
23 民事信託研究会における安藤朝規弁護士からの示唆によるところが大きい。なお、第 7回成
年後見制度利用促進委員会では、法務省より、金融関係団体、金融機関、関係官庁が参加し、「 
成年後見制度における預貯金管理に関する勉強会」の開催が決定した旨報告があったようである
(第 9回成年後見制度利用促進委員会議事録 6 頁参照)。本勉強会は、2017 年 6 月より 1～2 か月
に 1回の頻度で開催され、成年後見制度利用促進基本計画を踏まえて、金融関係団体や各金融機
関が新たな方策を具体的に検討していく上で有益な、情報の共有、論点整理、考え得る方策につ
いて検討等を行っているとされる。 
24 なお、法務省より家庭裁判所の指示に基づいて 2016 年 11 月から 12 月にかけて、全国銀行協
会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用金庫協会、全国信用組合中央協会、ゆうち
ょ銀行、農林中央金庫の７団体に協力要請をしているようである。 
25 沼津信用金庫の後見支援預金は 2017 年 7 月から、近畿産業信用組合の後見制度支援預金は
2017 年 10 月からそれぞれ運用が開始されているという。前者につき、
http://www.numashin.co.jp/news/files/20170630newsrelease.pdf (2017 年 12 月 6 日閲覧)、
後者につき、http://www1.kinsan.co.jp/topics/pdf/201710koken.pdf (2017 年 12 月 6 日閲覧)
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をそれぞれ参照。また、前者は、2017 年 8 月から静岡県内すべての 12 信用金庫が取扱いを開始
し、「静岡モデル」といわれているという。筆者は、2017 年 12 月 5 日、弁護士会館に於いて開
催された日本弁護士連合会主催「成年後見制度利用促進基本計画に関する連続学習会(第 4 回) 
成年後見人等の不正防止策-後見制度支援信託を代替する預金等-」に参加し、それぞれの担当者
から詳細の説明を受けることができた。おおまかにいえば、どちらも預金の種類は、普通預金で、
被後見人の預金のうち、日常的な支払いをするのに十分な金銭は、後見人自身で管理し、残額は
後見支援預金として家庭裁判所の指示書に基づき別口座で管理するものである。後見制度支援信
託と同様に、後見支援預金口座における入出金には、家庭裁判所の指示書が必要となることから、
後見人による被後見人財産の不正防止を防止することができるとされている。 
26 不正防止対策ワーキング・グループ第 3回議事録 2-9 頁。 
27 包括的な代理権は許されないという含意があるように思われる。また、任意後見は自分のた
めに使うという自益型が基本で、孫の教育のために使うというような自益型ではなく、慈善団体
への贈与等他益型の任意後見が本人の自己決定としての任意後見として可能なのかという理論
的問題もあるといえよう。 
28 前掲注 20)・席上配付資料 26-27 頁。 
29 金融機関においては、個人情報の関係で情報の収集が難しいようである。民事信託研究会に
おける三井住友信託銀行の吉野誠氏のご教授による。 
30 前掲注 20)・席上配付資料 27 頁。 
31 不正防止対策ワーキング・グループ第 3回議事録 17-19 頁。不正防止対策ワーキング・グル
ープ第 4回議事録 29-30 頁。その後、新井誠「成年後見制度利用促進基本計画の理念と具体化の
方途－素描的検討－」実践成年後見 69 号 63 頁（2017 年）。 
32 不正防止対策ワーキング・グループ第 1回議事録 33 頁。不正防止対策ワーキング・グループ
第 3回議事録 19 頁。 
33 ちなみに、シンガポールのダニエル・コー家庭裁判所裁判官によれば、新聞の折込や映画館
等においてまで徹底的な周知を行ったという。筆者は、「講演会『シンガポールにおける家族と
後見』参加報告」(「成年後見ニュース No.28 じゃがれたー」7 頁(2017 年)としてごく簡単な小
品を書いているので、参照されたい。 
 また、最新の文献として、実践成年後見 71 号 5 頁以下では、「任意後見制度の利用促進に向け
て」という特集が組まれており、研究者、公証人、弁護士、司法書士のそれぞれの立場から任意
後見制度の利用促進の必要性を説いている。 
34 新井誠『信託法[第４版]』（有斐閣、2014 年）527-529 頁。 
35 新井・前掲論文注 31)63 頁は、社会の格差の拡大の観点から「包みこむ社会」の構築の必要
性を説く。また、民事信託研究会において、安藤朝規弁護士は、任意後見と信託の結合型の制度
が、何故利用されないのかその要因を分析することが最も肝要だとする。 
36 unbundling。分離売却のような意味であるが、地域連携ネットワークによって成年後見を支
えていくのとほぼ同義のようである。ヒヤリング時、新井誠委員長代理は「ここでは成年後見、
社会的ネットワークをつくってサポートしていくことを考えていますが、恐らく先生のお考えと
多分同じだと思います」とキャプションをつけている（第 2 回利用促進策ワーキング・グループ
及び第 2回不正防止対策ワーキンググループ議事録 20 頁）。 
37 ちなみに、三井住友信託銀行は、2017 年 8 月 21 日任意後見支援信託を開発したという。 
38 平成２９年３月２４日閣議決定した、成年後見制度利用促進基本計画の工程表
http://www.cao.go.jp/seinenkouken/keikaku/pdf/keikaku3.pdf (2017年12月6日閲覧)参照。 
39 安藤朝規弁護士の示唆を受けたところが大きい。 
40 アメリカのそれについては、澁谷彰久・高橋弘・小此木清「アメリカ・カナダにおける成年
後見と信託活用の最新事情」実践成年後見 49 号 95-104 頁に詳しい。シンガポールのそれについ
ては、拙稿「シンガポールにおける特定目的信託（Special Needs Trusts）の機能－その運用の
実際と法定後見人（Panel Deputies Scheme）スキームを中心に－」新井誠編集代表『高齢社会
における信託制度の理論と実務』所収（日本加除出版、2017 年）55-72 頁で紹介したことがある。
シンガポールにおける特別支援信託の特徴は、次の 4 つにある。第一に、委託者によるレター・
オブ・インテントの作成(委託者が受益者に対してどうしたいかの希望を明確にする)し、特別支
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援信託の端緒になる。第二に、特別支援信託会社によるケア・プランの作成であり、受益者に面
談する等して現実に合ったプランをその都度見直し、そのケア・プランに依拠して信託財産を活
用するのである。第三に、特別支援信託会社の指示を受けて、公認受託局が当該信託財産を受益
者のために払い出すことで、委託者が安心して当該信託を設定している。第四に、社会・家族開
発省の一部局である公的後見局が不正のチェックを行い、裁判所に報告するようにしている。詳
細は、拙稿 64-66 頁。特別支援信託は、成年後見制度の財産管理と身上監護の双方を充実させる
制度ともいえる。 
 この点、民法 858 条の身上配慮義務を「資産保全管理から資産活用(消費)型管理への転換」を
図ったものとし、その具体的内容として「一般的見守り義務(状況対応義務)」を考える学説があ
る(上山 泰『専門職後見人と身上監護[第 3版]』(民事法研究会、2015 年)73-81 頁)。上山は、
「一般的見守り義務(状況対応義務)」から「『利用者の心身の健康状況の変化や経済状態を含め
た生活環境の変化に即応できるように、利用者の現況を適時に正確に把握したうえで、自分に与
えられている法的権限を最大限に活用して、こうした変化に対処しなさい』という一般的な後見
職務の遂行指針を、成年後見人に命じるものだ」とする(上山・同書 80 頁)。 
 特別支援信託は、信託という法的スキームを手段とした、上山のいう「一般的見守り義務(状
況対応義務)」を具現化した機能を有するものと評価し得るといえよう。 
 ただ、私見としては、シンガポールの特別支援信託導入に際しては、シンガポールの地域性(日
本には、大都市と地方の区別があるが、シンガポールは大部分の人口が都市の公的集合住宅に居
住している)等も十分考慮し、社会福祉士等の担い手も課題になることを指摘しておきたい。 
41 現在、公益信託法につき法制審議会信託部会においてその改正審議がなされている。席上配
付資料や議事録は、法務省ホームページにアップされている。 
42大垣尚司は、合同ワーキンググループヒヤリングにおいて、「金融機関のやる気の問題だ」と
「学者生命に懸けて」とわざわざ強調しながら、強い声色で主張されていた（第 2回合同利用促
進策ワーキング・グループ及び第 2回不正防止対策ワーキング・グループ議事録 17 頁）。 
43 この文脈によれば、新たな後見制度支援信託の展開として、特に地方における展開がより一
層求められるだろう。三井住友信託銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、みずほ信託銀行、りそな銀行、
千葉銀行、中国銀行の 6 行はやはり少ない。利用者の自己決定の尊重の観点からも限られた金融
機関しか取り扱わないというのは、ネックといわざるを得ない。 
44 筆者は傍聴していたのであるが、促進委員会委員の久保厚子が、静かに「後見人は『障害者
の人生の伴走者』であって欲しい」と発言し、委員会が静まりかえったのが印象に残る(成年後
見制度利用促進委員会第 3 回記議事録 12-13 頁)。その後の基本計画にもこのフレーズが出てく
る。この理は、障害者だけでなく、認知症高齢者にもいえるのではないか。 
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